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法と政治 70巻 2号 (2019年 8月) 63(761)
(１) 早稲田大学鶴田文書研究会『日本刑法草案会議筆記第Ⅳ分冊』(早稲
田大学出版部, 1977年) 2550, 2642頁。また, 大塚仁「放火罪の既遂時期
に関する『燃え上り説』の意義」『法と刑罰の歴史的考察―平松義郎博士
追悼論文集―』(名古屋大学出版会, 1987年) 64頁以下, 佐藤輝幸「公共
危険犯としての放火罪 (二)」法協132巻 6 号 (2015年) 193頁以下参照。
(２) 旧刑法 第402条 火ヲ放テ人ノ住居シタル家屋ヲ燒燬シタル者ハ死刑
ニ處ス
本条は, 松尾浩也増補解題・倉富勇三郎ほか共編『増補刑法沿革綜覧』















ドア, 床, 壁, 柱, 天井や屋根である。これらの毀損基準の程度を満たし
た構成部分は, 相応の厚みと表面積を備えているので, 燃え続けることで





で, 1 階の居間や 2 階の寝室へと危険が拡大していくからである。そう














64(762) 法と政治 70巻 2号 (2019年 8月)
(３) 大判明治43年 3 月 4 日 (刑録16輯384頁), 大判昭和 6年 6月 8日 (新
聞3290号13頁), 大判昭和 7年 6月 1日 (新聞3445号11頁)。また, 大塚・
前掲注(１)57頁参照。
(４) 日本火災学会編『火災と建築』(共立出版, 2002年) 23, 181, 185頁。
(５) 最判昭和25年12月14日 (刑集 4 巻12号2548頁), 大分地判平成15年３
月13日 (LEX/DB 28085682), 神戸地判平成19年４月19日 (LEX/DB
28135303)。また, 連邦通常裁判所1961年 6 月13日判決 (BGHSt 16, 109),
同2001年12月 5 日決定 (StV 2002, 145) も同旨。
それに対して, 建造物の構成部分から除外された家具類が燃えただけで
























法と政治 70巻 2号 (2019年 8月) 65(763)
(６) 連邦通常裁判所1961年 6 月13日判決, 同1988年 4 月19日決定 (StV
1988, 530), 同2000年12月14日決定 (NStZ 2001, 252), 同2001年12月 5 日
決定参照。
(７) 連邦通常裁判所1984年 1 月18日判決 (StV 1984, 245), 同1986年７月
31日決定 (4 StR 397 /86) 参照。
続性を省略することにより, 既遂時期の早期化をもたらしかねないといえ
る。
とくに現住建造物等放火罪の限界事例となるのが, 大判昭和 8 年 3 月
2日 (新聞3569号14頁) の屋根裏と, 最判昭和23年11月 2 日 (刑集 2巻12
号1443頁) の天井板をそれぞれ約 1尺 (約 30cm) 四方にわたって焼燬し
た事案で既遂を認めたものである。それに対して, 大判大正15年 3 月30






















66(764) 法と政治 70巻 2号 (2019年 8月)
(８) ドイツ刑法典 第306条ａ〔重放火〕
第１項 以下の
第１号 人の住居に用いられる建造物, 船舶, 小屋若しくはその他の
空間






(９) 連邦通常裁判所1990年 7 月26日判決 (StV 1990, 548), 同1991年 4 月
17日判決 (NStZ 1991, 433), 同2013年11月14日判決 (NStZ 2014, 404), 同






























法と政治 70巻 2号 (2019年 8月) 67(765)
(10) 学説の対立点について, 秋元洋祐「放火罪における『焼損』と『公共
の危険』の意義について (一)」関学60巻 1 号 (2009年) 176頁以下。
(11) 大谷實『刑法講義各論〔新版第 4版]』 (成文堂, 2013年) 380頁以下。
(12) 連邦通常裁判所2002年 9 月12日判決 (BGHSt 48, 14), 同2009年 7 月14
日決定 (NStZ 2010, 151)。
(13) 青森地判平成15年 2 月12日 (判タ1123号285頁), 神戸地判平成19年11






























68(766) 法と政治 70巻 2号 (2019年 8月)
(14) 連邦通常裁判所2001年 5 月22日決定 (StV 2001, 576), 同2010年 1 月
26日決定 (NStZ 2010, 452), 同2013年11月14日判決, 同2017年 9 月 5 日判
決 (NStZ-RR 2017, 373), 同2018年 4 月 5 日判決 (NStZ 2019, 27)。So auch
E. Bender, Normzweck und Deliktstypus der einfachen und schweren Bran-
dstiftung gem. 306, 306a StGB n. F., 2014, S. 260 ; G. Wolters, SK-StGB,
Bd. 6, 9. Aufl., 2016,306 Rn. 20 ; R. Rengier, Strafrecht BT II, 18. Aufl., 2017,
40 Rn. 16 ; W. Kargl, NK-StGB, Bd. 3, 5. Aufl., 2017, 306 Rn. 23f. ; K.
/M. Heger, Lackner /, StGB, 29. Aufl., 2018, 306 Rn. 4.
(15) 連邦通常裁判所2002年 9 月12日判決, 同2010年11月17日判決 (BGHSt
56, 94), 同2011年10月20日決定 (BGHSt 57, 50), 同2013年 3 月 6 日決定
(NStZ 2014, 647), 同2014年 1 月14日決定 (NJW 2014, 1123), 同2017年８
月16日決定 (StraFo 2017, 474)。So auch G. Heine /N. Bosch, 	

	StGB, 29. Aufl., 2014,306 Rn. 16 ; G. Wolters, SSW-StGB, 3. Aufl.,
2016, 306 Rn. 14, 306a Rn. 14 ; T. Fischer, StGB, 64. Aufl., 2017, 306 Rn.
17 ; U.
, LPK-StGB, 7. Aufl., 2017, 306 Rn. 12.
(16) 名和鐵郎「放火罪・溢水罪」中山研一ほか編『刑法各論』(青林双書,
1977年) 214頁, 金尚均「放火罪と刑法の機能化についての一考察」西南








例えば, 現住者の留守宅には, 2 時間の買い物, 12時間の学校や仕事,
















法と政治 70巻 2号 (2019年 8月) 69(767)
(17) 連邦通常裁判所1975年 4 月24日判決 (BGHSt 26, 121)。So auch K.
Geppert, Die schwere Brandstiftung (306 StGB), Jura 1989, S. 420 ; H. Wolff,
LK-StGB, Bd. 11, 12. Aufl., 2008, 306a Rn. 13 ; G. Heine /N. Bosch, (Anm.
15), 306a Rn. 5f. ; G. Wolters, (Anm. 14), 306a Rn. 9 ; ders., (Anm. 15),






































70(768) 法と政治 70巻 2号 (2019年 8月)
(18) 島田武夫「放火罪の公共危險性とその既遂時期」法律学研究26巻 1 号
(1929年) 19頁, 奈良正路「放火罪における獨立燃燒説の再檢討 (一)」
法新368号 (1934年) ３頁, 木村龜二「放火罪の既遂時期」志林37巻 6 号
(1935年) 91頁, 瀧川幸辰「放火罪の既遂」『刑事法判決批評・第 1 巻』
(立命館出版部, 1937年) 230頁以下。

























法と政治 70巻 2号 (2019年 8月) 71(769)
(20) 染谷茂美ほか「高温・高湿度環境下における身体暴露に関する研究」
消防科学研究所報31号 (1994年) 136頁, 齊藤庄二編『コンクリート材料
データブック』(丸善, 2000年) 164頁以下, 日本火災学会編・前掲注(４)












































(22) D. Kratzsch, Zum Erfolgsunrecht der schweren Brandstiftung, JR 1987, S.
364 ; U.	
, Anmerkung, StV 1990, S. 163 ; P. Knoll, Die besonders
schwere Brandstiftung nach 306b StGB, 2011, S. 52f., 60ff. ; G. Heine /N.
Bosch, (Anm. 15), 306a Rn. 11 ; G. Wolters, (Anm. 14), 306a Rn. 17f. ;
ders., (Anm. 15), 306a Rn. 16f. ; W. Kargl, (Anm. 14), 306 Rn. 17, 306a
Rn. 12.

























独立燃焼説の限界事例となるのが, 昭和 8 年・昭和23年判決のように,
論
説






































74(772) 法と政治 70巻 2号 (2019年 8月)
(25) 日本火災学会編・前掲注(４)147頁以下, 松山賢「近年の住宅火災の
燃焼性状について」火災58巻 4 号 (2008年) 27頁。
(26) 秋元洋祐「放火罪における『焼損』と『公共の危険』の意義について





























法と政治 70巻 2号 (2019年 8月) 75(773)
(27) 日本火災学会編・前掲注(４)181, 185頁。
(28) 平沢正己ほか「フラッシュオーバーに関する研究 (その 7 )」消防科
学研究所報31号 (1994年) 36頁以下, 日本火災学会編・前掲注(４)269頁。






























76(774) 法と政治 70巻 2号 (2019年 8月)
(30) 杉井完治ほか「2010年 1 月別府市強風下市街地火災の調査」消防研究
所報告113号 (2012年) 8 頁参照。
(31) 大判明治43年 3 月 4 日, 大判明治44年10月12日 (刑録17輯1672頁),
大判大正 4 年 7 月15日 (新聞1037号28頁), 大判大正 5 年 9 月19日 (新聞
1176号33頁), 大判昭和 2年 8月31日 (新聞2757号11頁), 神戸地判昭和33
年10月14日 (一審刑集 1巻10号1654頁)。また, 星周一郎『放火罪の理論』
(東京大学出版会, 2004年) 300頁, 齊藤彰子「放火罪・失火罪」伊藤渉ほ
か著『アクチュアル刑法各論』(弘文堂, 2007年) 316頁以下, 二本誠
「放火罪」曽根威彦・松原芳博編『重点課題刑法各論』(成文堂, 2008年)
196頁, 山口厚『刑法各論〔第 2版]』(有斐閣, 2010年) 385頁, 西田典之
『刑法各論〔第 5 版]』(弘文堂, 2010年) 295頁, 塩見淳「公共危険犯と
しての放火罪」法教391号 (2013年) 63頁以下, 金光旭「判批」別冊ジュ
リ221号・刑法百選Ⅱ各論〔第 7 版〕(2014年) 164頁, 高橋則夫『刑法各
論〔第 2 版]』(成文堂, 2014年) 453頁以下, 只木誠「放火罪についての
再論」新報121巻11・12号 (2015年) 464頁, 橋爪隆「放火罪をめぐる問
題について」法教450号 (2018年) 103頁も同旨。なお, ここで燃焼作用の
建造物自体が燃え広がりうるまで燃え続けることを要求するので, ドイツ
のように, 独立燃焼説というよりも「継続燃焼説」と表現できる。この構
成部分には, フローリングの床, 壁内部の間柱と断熱材, 内壁や天井板も













きてしまうことがある。そのため, 東京高判昭和37年 5 月30日 (高裁刑









(32) 連邦通常裁判所1988年 2 月 9 日決定 (4 StR 9 /88), 同1993年 7 月14
日決定 (NStZ 1994, 130), 同1995年 2 月22日判決 (BGHSt 41, 47), 同2012
年 7 月17日決定 (NStZ-RR 2012, 310)。
(33) 連邦通常裁判所1981年 3 月19日判決 (NStZ 1981, 220), 同2000年12月
14日決定, 同2001年12月 5 日決定。
第 2章 抽象的危険
1．ある程度の具体的危険

























78(776) 法と政治 70巻 2号 (2019年 8月)





官記念論集―』(櫂歌書房, 1989年) 102頁, 同「抽象的危険犯における危
険」片山信弘・甲斐克則編『海上犯罪の理論と実務―大國仁先生退官記念
論集―』(中央法規, 1993年) 82頁以下, 金尚均「抽象的危険犯の現代的
展開とその問題性 (三・完)」立命241号 (1995年) 116頁以下, 佐伯和也
「『抽象的危険犯』における可罰性の制限について (二・完)」関法46巻２
号 (1996年) 125頁以下, 北野通世「抽象的危険犯における法益の危殆化
構造」山法60・61号 (2014年) 38頁以下参照。なお, 武田誠『放火罪の研































法と政治 70巻 2号 (2019年 8月) 79(777)































80(778) 法と政治 70巻 2号 (2019年 8月)
険で足りるとする。また, 小坂亮「放火罪の各類型における抽象的危険」
高橋則夫ほか編『曽根威彦先生・田口守一先生古稀祝賀論文集〔下巻]』





(36) G. Heine /N. Bosch, (Anm. 15), 306a Rn. 2 ; H. Radtke, -StGB,
Bd. 5, 3. Aufl., 2019, Vor.306ff. Rn. 3, 7, 306a Rn. 3f., 46.
























法と政治 70巻 2号 (2019年 8月) 81(779)
(39) 連邦通常裁判所1998年 9 月15日判決 (NStZ 1999, 32), 同2008年12月
２日決定 (StraFo 2009, 115), 同2013年10月10日決定 (StV 2014, 483), 同
2013年10月23日決定 (NStZ 2014, 85), 同2017年 1 月11日判決 (NStZ 2017,
281), 同2018年 8 月16日判決 (NStZ 2019, 32)。So auch P. Knoll, (Anm.
22), S. 114f. ; G. Heine /N. Bosch, (Anm. 15), Vor.306ff. Rn. 3, 306a Rn.
19 ; E. Bender, (Anm. 14), S. 345 ; R., AnwK-StGB, 2. Aufl., 2015, Vor.
306ff. Rn. 3 ; G. Wolters, (Anm. 14), Vor.306ff. Rn. 8 ; J. Wessels /M.
Hettinger, Strafrecht BT I, 40. Aufl., 2016,21 Rn. 969 ; E. Weiler, HK-StGB,
4. Aufl., 2017,306a Rn. 10,306b Rn. 8 ; W. Kargl, (Anm. 14), Vor.306ff.
Rn. 19, 306a Rn. 17 ; H. Radtke, (Anm. 36), Vor.306ff. Rn. 8, 306a Rn.





































(41) P. Liesching, Die Brandstiftungsdelikte der 306 bis 306c StGB nach
dem Sechsten Gesetz zur Reform des Strafrechts, 2002, S. 102f. ; K. Geppert,
Teleologische Reduzierung des Tatbestandes auch im Rahmen der
neugefassten schweren Brandstiftung (306a StGB n. F.)?, Weber-FS, 2004,
S. 438 ; H. Wolff, (Anm. 17),306a Rn. 4 ; E. Bender, (Anm. 14), S. 292, 305 ;
R. Rengier, (Anm. 14),40 Rn. 18, 32 ; U.	
, (Anm. 15),306a Rn.
1, 9f. ; W. Kargl, (Anm. 14), 306a Rn. 2f. ; H. Radtke, (Anm. 36), Vor.
. Rn. 3, 7, 306a Rn. 3f., 46. それに対して, 行為の危険に制限的解
釈を求める見解として, 名和鐵郎「犯罪論における危険概念について」














234条 1 項は, 隣家との間隔を少なくとも 1mで足りると規定している。
また, 民法236条と建築基準法63条は, 隣接の距離制限を不要とし, 隣家
と接して手を伸ばせば届く位置関係も許容している。とくに建造物間の類
型的な近接性は, 昔ながらの住宅区画や集落にみられる。この地区は, 木













法と政治 70巻 2号 (2019年 8月) 83(781)
(42) 秋元・前掲注(26)158頁以下。私は, 以前に放火罪が成立しないので
はないかと考えていた。
(43) 杉井・前掲注(30) 2 頁, 鈴木恵子ほか「糸魚川市大規模火災の火元周
辺建物と消防活動」火災350号 (2017年) 14, 18頁。



































84(782) 法と政治 70巻 2号 (2019年 8月)
(44) 日本火災学会編・前掲注(４)262頁。
(45) 日本火災学会編・前掲注(４)99頁, 杉井・前掲注 (30) 6 , 9 頁。こ
の段階に客観面の具体的危険が生じるので, 市街地の自己所有の非現住建










ある。初期の判例にいう「公共の静謐」は, 現代で言い換えると, 数 100
m先まで飛散しうる火の粉と数100℃以上の熱風 (放射熱) による「公共
の危険」である。






















































86(784) 法と政治 70巻 2号 (2019年 8月)
(46) 杉井完治・篠原雅彦「佐渡市相川の木造密集地における延焼火災の調
査」消防研究所報告105号 (2008年) 19頁参照。So auch E. Bender, (Anm.
14), S. 61.
(47) 杉井・前掲注(30) 9 頁, 篠原雅彦ほか「火の粉の性状が飛距離に及ぼ
す影響」消防研究所報告113号 (2012年) 15頁。火災現場からの飛火火災
















故殺罪 (212条) が「公共にとって危険な手段」によって謀殺罪 (211条)

















を被害者に転嫁することとなる。P. Liesching, (Anm. 41), S. 102 ; W. Kargl,
(Anm. 14), 306a Rn. 3 ; H. Radtke, (Anm. 36), 306a Rn. 46.
(50) キール地方裁判所2005年 7 月 7 日判決 (8 Ks 1 /05), 連邦通常裁判所










































第 3項 第 1項及び第 2項のうち比較的重くない事案では, 刑は６
月以上 5年以下の自由刑とする。
本条は, 法務省・前掲注(８)182頁参照。
(54) Vgl. BT-Drucks. 13 /8587, S. 47f. また, ミュンスター地方裁判所2008
























傾向は, 一部の判例にもみられる。それは, 東京地判昭和38年 5 月13日
(判タ148号81頁) の塩化ビニール製の庇を約 1.65m2にわたって変形・変
色させた事案と, 最決平成元年 7月 7 日 (判時1326号157頁) のエレベー














































90(788) 法と政治 70巻 2号 (2019年 8月)
(57) 日本火災学会編・前掲注(４)45, 105頁。なお, アクリル製の庇では,
猛毒のシアン化水素 (青酸ガス) が発生する。
(58) 日本火災学会編・前掲注(４)181, 185頁。































法と政治 70巻 2号 (2019年 8月) 91(789)
(60) 日本火災学会編・前掲注(４) 4 , 181, 185頁参照。
(61) 連邦通常裁判所2000年12月14日決定, 同2007年 7 月19日決定 (2 StR
266 /07)。








が燃えると, 燃焼作用に必要な酸素 (O2) が不足して不完全燃焼を生じる。































92(790) 法と政治 70巻 2号 (2019年 8月)
(63) 日本火災学会編・前掲注(４)93, 147, 226, 244頁参照。
(64) 日本火災学会編・前掲注(４)64, 205頁参照。
(65) 青森地判平成15年 2 月12日, 神戸地判平成19年11月28日の燃焼実験。


























法と政治 70巻 2号 (2019年 8月) 93(791)
(66) 松原義幸「住宅火災における一酸化炭素の発生について」近代消防47
巻 6 号 (2009年) 84頁。
(67) 連邦通常裁判所2002年 9 月12日判決, 同2006年10月24日決定 (NStZ-



































94(792) 法と政治 70巻 2号 (2019年 8月)
(68) 連邦通常裁判所2010年 1 月26日決定, 同2011年 5 月10日決定 (NStZ
2012, 214)。































法と政治 70巻 2号 (2019年 8月) 95(793)
(70) この高温化を重視する見解として, 前田雅英 ｢放火罪の諸問題｣ 『Les-
son刑法37』(立花書房, 1997年) 347頁以下, 同『刑法各論講義〔第５版]』
(東京大学出版会, 2011年) 445頁, 星・前掲注(31)266, 300頁がある。ま
た, 滝井伊佐武「放火罪における焼損の意義」立石二六編著『刑法各論30
講』(成文堂, 2006年) 246頁, 林幹人『刑法各論〔第 2版]』(東京大学出
版会, 2007年) 334頁, 佐久間修『刑法各論〔第 2版]』(成文堂, 2012年)
280頁, 佐藤輝幸「公共危険犯としての放火罪 (五・完)」法協133巻 4 号











































96(794) 法と政治 70巻 2号 (2019年 8月)



























法と政治 70巻 2号 (2019年 8月) 97(795)




































98(796) 法と政治 70巻 2号 (2019年 8月)
(76) 連邦通常裁判所2000年12月14日決定, 同2007年 7 月19日決定。
(77) 連邦通常裁判所1986年 6 月18日判決 (NStZ 1986, 506), 同1986年 6 月
20日判決 (BGHSt 34, 115), 同2010年 1 月26日決定。また, 星・前掲注





(弘文堂, 2012年) 106107, 114, 150頁以下参照。
(78) 松原芳博「放火罪その１」法セ707号 (2013年) 93頁, 佐藤・前掲注
(１)228頁以下, 佐藤・前掲注(70)59頁参照。また, 不特定少数の現在者
に抽象的 (公共) 危険の重なりを認める見解として, 對馬直紀「放火罪に
おける既遂と未遂」明大院４号 (1996年) 207頁, 深町晋也「放火罪」山




























法と政治 70巻 2号 (2019年 8月) 99(797)
(79) 東京高判昭和49年10月22日 (東高刑時報25巻10号90頁), 福岡高判昭
和56年 9 月 2 日 (刑月13巻 8 ・ 9 号511頁)。また, 札幌高判昭和47年12月






































100(798) 法と政治 70巻 2号 (2019年 8月)
(80) 日本火災学会編・前掲注(４)93, 147, 226頁。また, 大阪地判平成21
年12月 2 日 (LEX/DB 25441610) と大阪高判平成23年 7 月26日 (LEX/DB
25473535) 参照。So auch E. Bender, (Anm. 14), S. 177f.
(81) 日本火災学会編・前掲注(４)93, 147, 226頁, 杉井・前掲注(30) 6 頁
以下参照。


























火殺人事件でも, ティッシュペーパーとライター 1 本からおびただしい
論
説
法と政治 70巻 2号 (2019年 8月) 101(799)
(83) 村瀬均「放火及び失火の罪」大塚仁ほか編『大コンメンタール刑法第
７巻〔第 3版]』 (青林書院, 2014年) 28頁。
(84) 最決平成 2年11月29日 (刑集44巻 8 号871頁), 最判平成 3年11月14日




































102(800) 法と政治 70巻 2号 (2019年 8月)












































































































































106(804) 法と政治 70巻 2号 (2019年 8月)
部分が燃えた数分後に生じる。建築基準法 2 条 6 号も, 2 階建て住宅か
ら 10m圏内を延焼の危険領域と定めている。すなわち, 本罪の二重の抽



































108(806) 法と政治 70巻 2号 (2019年 8月)
Die Bedeutung des Inbrandsetzens in den
Brandstiftungsdelikten
─Von der 	der fiktiven abstrakten Gefahr─
Yosuke AKIMOTO
Man hat die schwere Brandstiftung verstanden, dass Strafgrund auf der

Fiktion beruht. Als Inbrandsetzens entsteht nicht nur die
abstrakte Gefahr 
Leib und Leben des Bewohners, sondern auch die
abstrakte Gemeingefahr 
anderes 	begleiten soll. Der Beitrag
einstellt auf den wissenschaftlichen Aspekt der Gefahr. Der Aspekt 
sich, dass die abstrakte Gefahr sich sachlich , weil die Gefahr der
Brandwunde menschlichen60℃ wird und die	
des Holzes 260℃. Auch nach 5 Minuten des Feuers erreicht 500℃,





I. Der Begriff des Inbrandsetzens
1. Das Problem der Rechtsprechung
2. Die geschichtliche Entwicklung
3. Das Gewicht der 	
4. Das Gewicht des Brennens
II. Die abstrakte Gefahr
1. Eine gewisse konkrete Gefahr
2. Der typische Aufenthalt
3. Die abstrakte Gemeingefahr
III. Das feuerhemmende 	
1. Das Gewicht der 	
2. Das Gewicht der 	
3. Die Erhaltung des Brennens
4. Zusammenfassung
		
